（別記第１号様式）
協　議　書
　　年　　月　　日
　　 釧路総合振興局長  　様
                                       　住　所
                                       　氏　名
  　建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第１３条第１項及び特定建設資材に係
る分別解体等に関する省令第４条の規定により、次のとおり協議します。
記
　１　工事名
  ２　協議内容              別記のとおり
（別記第２号様式）
変　更　協　議　書
　　年　　月　　日
　　釧路総合振興局長  　様
受注者  住　所
氏　名 　　　              　        　    
  　　　　年　　月　　日付けで契約した次の建設工事について、建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第13条第２項の規定により、次のとおり本書２通を作成し、変更協議します。
記
　１　工事番号
　　　工 事 名
２　変更協議項目　　□　分別解体等の方法
□　再資源化等をするための施設の名称及び所在地
  ３　協議内容     別記のとおり
  ４　請負代金額     変更なし
  ５　変更理由    
注１　変更協議項目で該当する項目の□の部分にチェックをいれること。
注２  ｢再資源化等をするための施設の名称及び所在地｣を変更する場合、変更後の
施設について、再資源化等が実施可能な施設であることを確認できる書類を添付すること。
                                               　　　　　       釧建入第　　　　　号
                                                  　　　　　    　　　　年　　月　　日
　（受注者）　様
承　認　書
　　　　　年　　月　　日付けで変更協議のあった上記について、承認する。また、この協議を証するため、発注者と受注者とがその１通を保有するものとする。          
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　発注者  釧路総合振興局長　 　印
様式その５（発注者からの変更協議）
変　更　協　議　書
　　年　　月　　日
釧路総合振興局長  　様
  住　所
氏　名　　　　            　          　    
  　　　　年　　月　　日付け釧建入第　　　　号で設計変更の通知があった次の建設工事について、建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第13条第２項の規定により、次のとおり、変更協議します。
記
　１　工事番号
　　　工 事 名
２　変更協議項目　　□　再資源化等に要する費用
□　解体工事に要する費用
□　分別解体等の方法
□　再資源化等をするための施設の名称及び所在地
  ３　協議内容     別記のとおり
注１　変更協議項目で該当する項目の□の部分にチェックをいれること。
注２  ｢再資源化等をするための施設の名称及び所在地｣を変更する場合、変更後の
施設について、再資源化等が実施可能な施設であることを確認できる書類を添付すること。
	（別記）
	 建築物以外のものに係る解体工事又は新築工事等（土木工事等）
	


 １. 再資源化等に要する費用（直接工事費）               　　　         　円（税抜き）
     （注）・運搬費を含む。
 ２. 解体工事に要する費用（直接工事費）                         　　　　 円（税抜き）
     （注）・解体工事に伴う分別解体及び積込みに要する費用とする。             
          　・仮設費及び運搬費は含まない。                        
 ３. 分別解体等の方法                                                         
	工
程
ご
と
の
作
業
内
容
及
び
解
体
方
法
	工　程
	作業内容
	分別解体等の方法

	
	①工作物に附属するものの取
　り外し
	 附属物取り外し工事
 □有        □無
	 □手作業
 □手作業・機械作業の併用

	
	②本体、基礎及び基礎ぐいの取り壊し

	
	
	特定建設資材廃棄物
	作業内容
	分別解体等の方法

	
	
	コンクリート塊
	 解体工事
 □有　　　　□無
	 □手作業
 □手作業・機械作業の併用

	
	
	アスファルト・コンクリー
ト塊
	 解体工事
 □有       　 □無
	 □手作業
 □手作業・機械作業の併用

	
	
	木材
	 解体工事
 □有    　    □無
	 □手作業
 □手作業・機械作業の併用


     （注）・分別解体等の方法については、該当がない場合は記載の必要はない。
 ４. 再資源化等をするための施設の名称及び所在地                                 
	
	特定建設資材廃棄物
	施設の名称
	所在地

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


